
 

 

 

 

 

 

 

「議決を欠いた財産の取得」に係る調査結果及び再発防止策について 

 

１ 概要 

 令和４年４月 26 日に「議決を欠いた財産の取得について」を公表し、その中で「今回の経緯を横

浜市コンプライアンス委員会などで検証し、関係局と対策を検討」することとしていました。 

 このたび、同委員会で調査結果及び再発防止策をまとめましたので、公表します。 

 

 

 

 

 

 

２ 調査方法 

 調査及び再発防止策の取りまとめは、大久保副市長及び 12 名の区局長・理事級職員からなる横浜

市コンプライアンス委員会が行いました。 

 各局への具体的な調査（資料の内容確認及びヒアリング）は、外部有識者として弁護士である吉開 

多一（よしかい たいち）横浜市コンプライアンス顧問に依頼しました。 

３ 吉開弁護士による調査結果 

(1) 小括 

 新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、緊急契約の手続によったこと、当時の価格、取得した

数量について、不適切であったと認めることはできない。 

 もっとも、医療用資器材あるいは抗原検査キットを予定価格１億円以上で買入れをするのは、

地方自治法及び条例で定める「財産の取得」にあたり、必要な手続きを欠くもので、違法であった

と認められる。 

(2) 議決を欠いた原因 

ア 法令の理解及び行政職員としての意識の不足 

いかなる場合に議会の議決が必要かという基本的事項について、行政職員としての意識に欠

けるところがあった。単に法令の理解不足という捉え方をするのではなく、法令に基づいて行

政を執行すべき市職員・幹部としての意識の問題と捉えるべき。 

イ 緊急事態下で経験に乏しい業務を行わざるを得なかったこと 

 新型コロナウイルスの感染拡大を受け、担当職員が不慣れな業務（１億円以上の財産の取得）

を突如として行わなければならなかったものであり、そのことが理解不足等と相俟って、議決

の欠如を招いた一因であることは否定し難い。 

ウ 緊急事態を想定したマニュアル及び手続の不備 

・ 手続に関するマニュアルとして、緊急契約に関する財政局長通知が存在したが、1 億円以上

の財産を取得する際に市会の議決が必要である旨の記載が欠落していた。 

令 和 ４ 年 ８ 月 2 6 日 
総務局コンプライアンス推進課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

裏面あり 

令和４年４月 26 日記者発表資料「議決を経ていない財産の取得について」の概要 

〇 令和２年４月 10 日から令和４年２月 17 日までの間に緊急契約で取得した、11 件の新型コロナウイ

ルス感染症対策に必要なマスク等の医療用資器材や抗原検査キットについて、地方自治法及び条例で定

める市議会の議決を欠いていました。 

〇 横浜市として、今後こうした事態を招くことがないよう、横浜市コンプライアンス委員会において、

経緯と原因を調査し、再発防止策に取り組むこととしました。 

※ なお、11 件の財産の取得は、令和４年第２回市会定例会で追認の議案を提出し、６月７日に議決

をいただきました。 

 



 

                                                                              

・ 緊急事態下で各局がそれぞれ至急の対応に追われる中でチェック機能が働くことなく、議決

の欠如という事態が生じた。 

４ 再発防止策等 

 横浜市として、地方自治法及び条例で定める必要な手続きを欠いたという事実を重く受け止め、

令和４年７月 15 日に開催した横浜市コンプライアンス委員会において、委員以外の各局長、統括本

部長も集め、再発防止策等について意見交換を行いました。顧問の調査結果及び委員会での議論を

踏まえ、横浜市として、次のとおり再発防止策等を取りまとめました。 

(1) 幹部を含めた全職員に対する研修・指導の徹底 

 ア 横浜市コンプライアンス委員会での発信 

   ７月 15 日の横浜市コンプライアンス委員会において「議会と市長との合意があって、初め

て行政行為というものは成立する」という意思決定行為の基本についてあらためて発信し、

市職員・幹部としての自覚・意識を持つことを強く促しました。 

イ 市会事務基礎研修の実施 

 議決事項に対する責任職の法令理解及び意識を底上げするため、標記研修を、令和４年度は

14回実施し、計 524 名が参加しました。 

ウ 市会担当部長会等での訓示 

 副市長から再発防止に向けた訓示を行い、また、総務局から地方自治法 96 条１項に定める議

決事件の再確認及び局内マネジメントを改めて依頼しました。 

(2) マニュアル類の整備 

ア 財政局長通知の改定 

 令和４年５月 31 日財契二第 363 号「緊急を要する契約の手続について」を新たに発出し、緊

急契約にかかる市議会の議決に付すべき事項等について明示しました。 

イ 緊急契約に関するマニュアル等の整備 

 緊急契約のフローやチェックシートの整備等、手続きの流れを容易に把握できるマニュアル

等の策定に取り組んでいます。 

ウ 市会定例会ごとに発出する議案件名報告依頼文の改定 

 各局が、市会定例会ごとに議決事件の有無について自己点検できるよう、報告依頼文の内容

見直しに取り組んでいます。 

エ 「市会関係事務の手引」の改定 

 今回の事案の概要や対応について、今後も職員が参照できるように、手引に盛り込みます。 

(3) 緊急事態下におけるコンプライアンス体制及び手続の整備 

令和６年に向けて新たに構築している会計・経理事務で利用する一連のシステムの中で、一定

の条件下で自動的にアラートを行い、議決の要否について、より早い段階で機械的にチェック

できる仕組みなどを検討しています。 

(4) 二元代表制における緊急時の対応方法 

  今後、市会会期内に議決案件が緊急的に発生し、議案を追加提出する場合、速やかな運営委員

会の開催により会議日程を追加いただき、議案の審議・議決をいただくことで、適法な契約と迅速

な意思決定を両立させるよう対応します。 

お問合せ先 

総務局コンプライアンス推進課長 湊 卓史  Tel 045-671-4301 



 

                                                                              

【参考】１億円以上の緊急契約による財産の取得時期と当時の主な経緯 

年 日付 経緯 横浜市 横浜市会 

令
和
２
年 

1 月 15 日 感染者を国内初確認     

1 月 30 日 政府が対策本部立ち上げ   

第１回定例会 

（1月 30日～ 

3 月 24 日） 

1 月 31 日 WHO が非常事態宣言を発出   

2 月 3 日   ダイヤモンド・プリンセス号で感染確認 

2 月 27 日 
政府対策本部から全国の小・中・高・

特支校に臨時休業要請 
  

3 月 13 日 新型インフルエンザ等対策特別措置法改正   

3 月 15 日 
国民生活安定緊急措置法施行令によ

り、マスクの高額転売禁止 
  

4 月 7 日 緊急事態宣言を７都県に発出     

4 月 10 日   １件目の緊急契約   

4 月 11 日 【第一波】720 人の新規感染を確認 【第一波】36 人の新規感染を確認   

5 月 8 日、5 月 11 日   ２、３件目の緊急契約   

5 月 12 日～5 月 15 日     第１回臨時会 

5 月 25 日 緊急事態宣言解除     

5 月 26 日～6 月 22 日   ４、５、６件目の緊急契約   

6月 23 日～7月 7 日     第２回定例会 

7 月 17 日 県が「神奈川警戒アラート」を発動     

8 月 15 日   【第二波】57 人の新規感染を確認   

9 月 4 日 
厚労省「次のインフルエンザ流行に備

えた体制整備について」事務連絡 
  

第３回定例会 

（9 月 3 日～ 

10 月 14 日） 10 月 6 日   ７件目の緊急契約 
 
 

        

令
和
４
年 

1 月 12 日 【第六波】1 万人を超える新規感染を確認     

1 月 18 日 【第六波】4 万人を超える新規感染を確認     

1 月 19 日 
「まん延防止等重点措置」の適用区域

に、1 都 12 県が追加 
    

1 月 25 日   ８、９件目の緊急契約   

2 月 10 日   10 件目の緊急契約 第１回定例会

(1 月 31 日～3 月 23 日) 2 月 17 日   11 件目の緊急契約 
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令和４年８月 

横浜市コンプライアンス委員会 
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１ 概要 

 地方自治法 96 条 1 項 8 号及び横浜市議会の議決に付すべき財産の取得または処分に関

する条例 1 条、2 条の規定により、予定価格が 1 億円以上の財産の取得については、市議

会の議決が必要とされているところ、議決を経ずに契約し取得している事例が 11 件判明

した。 

 該当事例 11 件の財産の取得は、議会の議決を必要とするため、令和４年第２回市会定

例会で追認の議案を提出し、令和４年６月７日に追認の議決を経た。 

 一方、市として、今後こうした事態を招くことがないよう、横浜市コンプライアンス委

員会において、経緯と原因を調査し、再発防止策の策定に取り組んだ。 

 

２ 体制 

 調査及び再発防止策の取りまとめは、横浜市コンプライアンス委員会として行った。 

 各局への具体的な調査（資料の内容確認及びヒアリング）は、外部有識者として、弁護

士である吉開 多一（よしかい たいち）横浜市コンプライアンス顧問に依頼した。 

 また、吉開顧問のほか、熊田総合法律事務所の熊田 彰英（くまだ あきひで）弁護士に

も、外部有識者として資料の内容確認を依頼した。 

(1) 外部有識者 

・吉開 多一氏【弁護士】 ※委員会に参加 
 平成９年～平成 26 年  検察庁 検事 
 平成 26 年～     国士舘大学教授 
 令和３年 10 月～   横浜市コンプライアンス顧問 
・熊田 彰英氏【弁護士】 
 平成 10 年～平成 26 年 検察庁 検事 
 平成 26 年～      桐蔭法科大学院教授 
 平成 31 年～      熊田総合法律事務所 

(2) 横浜市コンプライアンス委員会 

委員長 副市長 大久保 智子 

委員 総務局コンプライアンス推進室長 小澤 明夫 

委員 技監 小池 政則 

委員 危機管理監 髙坂 哲也 

委員 政策局長 鈴木 和宏 

委員 総務局長 松浦 淳 

委員 財政局長 近野 真一 

委員 緑区長 岡田 展生 

委員 泉区長 深川 敦子 

委員 市民局長 石内 亮 

委員 環境創造局長 遠藤 賢也 

委員 交通局長 三村 庄一 

委員 教育長 鯉渕 信也 
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３ 発覚から再発防止策とりまとめまでの経緯 

 令和４年４月 13 日 健康福祉局から総務局に照会があり、事案が発覚 

     ４月 26 日 横浜市記者発表「議決を経ていない財産の取得について」 

     ５月２日 吉開 多一横浜市コンプライアンス顧問に調査を依頼 

     ５月 11 日 第２回市会定例会に 11 件の「財産の取得の追認」議案を提出 

     ６月７日 第２回市会定例会本会議で追認の議決 

     ７月 15 日 横浜市コンプライアンス委員会 

          ・吉開顧問による調査結果報告 

          ・再発防止策について意見交換 

    ～８月 15 日 「調査結果及び再発防止策」の取りまとめ案について、コンプラ

イアンス委員に意見聴取 

     ８月 26 日 横浜市コンプライアンス委員会として、「調査結果及び再発防止

策」を取りまとめ、公表 

 

４ 吉開顧問の調査結果（詳細は、資料２参照） 

(1) 事案の概要 

 横浜市各局は、令和２年４月 10 日～令和４年２月 17 日までの間、11 回にわたり、新

型コロナウイルス感染症対策のため、マスク・抗原検査キット等を、緊急を要する契約

の手続で購入したが、いずれも１回あたりの予定価格が１億円以上の財産の取得にあた

るため、横浜市会の議決に付さなければならなかったところ、議決を欠いたまま取得し

た。 
番号 契約日 契約担当局 購入物品 契約金額（税込） 

１ R2.4.10 こども青少年局、 

教育委員会事務局 

マスク 155,325,000 円 

２ R2.5.8 健康福祉局 フェイスシールド、ガウン 411,400,000 円 

３ R2.5.11 健康福祉局 個人防護具セット、ガウン 290,400,000 円 

４ R2.5.26 健康福祉局、 

こども青少年局 

マスク、ガウン 186,175,000 円 

５ R2.6.3 健康福祉局、消防局 マスク 107,120,500 円 

６ R2.6.22 健康福祉局 マスク、ガウン 187,492,800 円 

７ R2.10.6 健康福祉局 マスク、ガウン、手袋 111,782,000 円 

８ R4.1.25 こども青少年局 抗原検査キット 109,340,000 円 

９ R4.1.25 医療局 抗原検査キット 148,390,000 円 

10 R4.2.10 医療局 抗原検査キット 114,400,000 円 

11 R4.2.17 医療局 抗原検査キット 510,840,000 円 

 

(2) 調査の目的・方法 

ア 目的 

 本件 11 回の財産取得の経緯を明らかにするとともに、その評価、議決を欠いた原因

及び再発防止について意見を述べること 

イ 方法 

・ 財産の取得に至る経緯等については、客観的な状況に基づいて事実を認定するため、

提出資料の内容を精査し、当時の状況について関係局担当者等からヒアリングを実施 
・ 調査結果のとりまとめに当たり、吉開弁護士のみならず熊田弁護士も並行して資料

等を精査し、結果の妥当性について意見交換し、結論の適正性を確保 



3 

 

(3) 当時の状況 

年 日付 経緯 横浜市 横浜市会 

令
和
２
年 

1 月 15 日 感染者を国内初確認     

1 月 30 日 政府が対策本部立ち上げ   

第１回定例会 

（1月 30日～ 

3 月 24 日） 

1 月 31 日 WHO が非常事態宣言を発出   

2 月 3 日   ダイヤモンド・プリンセス号で感染確認 

2 月 27 日 
政府対策本部から全国の小・中・高・

特支校に臨時休業要請 
  

3 月 13 日 新型インフルエンザ等対策特別措置法改正   

3 月 15 日 
国民生活安定緊急措置法施行令によ

り、マスクの高額転売禁止 
  

4 月 7 日 緊急事態宣言を７都県に発出     

4 月 10 日   番号１について緊急契約   

4 月 11 日 【第一波】720 人の新規感染を確認 【第一波】36 人の新規感染を確認   

5 月 8 日、5 月 11 日   番号２、３について緊急契約   

5月 12 日～5 月 15 日     第１回臨時会 

5 月 25 日 緊急事態宣言解除     

5月 26 日～6 月 22 日   番号４、５、６について緊急契約   

6 月 23 日～7 月 7 日     第２回定例会 

7 月 17 日 県が「神奈川警戒アラート」を発動     

8 月 15 日   【第二波】57 人の新規感染を確認   

9 月 4 日 
厚労省「次のインフルエンザ流行に

備えた体制整備について」事務連絡 
  

第３回定例会 

（9 月 3 日～ 

10 月 14 日） 10 月 6 日   番号７について緊急契約 

 
 

        

令
和
４
年 

1 月 12 日 【第六波】1 万人を超える新規感染を確認     

1 月 18 日 【第六波】4 万人を超える新規感染を確認     

1 月 19 日 
「まん延防止等重点措置」の適用区

域に、1 都 12 県が追加 
    

1 月 25 日   番号８、９について緊急契約   

2 月 10 日   番号 10 について緊急契約 第１回定例会

(1月 31日～3月 23日) 2 月 17 日   番号 11 について緊急契約 
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ア 新型コロナウイルス感染症によるマスク不足の発生 

 令和２年１月 15 日 国内で初めて新型コロナウイルス感染を確認 

 １月 30 日 政府が新型コロナウイルス感染症対策本部を立ち上げ 

 １月 31 日未明（日本時間） 世界保健機構（WHO）が非常事態宣言を発出 

 ２月 10 日 国内でマスクの品薄状態が顕著になり、「注文の多さに供給が追いつか

ず」と報道（ＮＨＫニュース） 

 ２月 21 日 厚生労働省から「マスクと消毒用アルコールについて、需要が逼迫して

いることから、市町村在庫のうち放出可能なものを優先的に放出するよう」

依頼 

イ 令和２年第１回定例会での審議 

 ３月２日 予算第一特別委員会（健康福祉局関係）「国内のマスク不足は本当に深刻

な状況になっている」 

 ３月３日 横浜市立小学校等を一斉臨時休業 

      保育所や放課後児童クラブについては、感染を防止しつつ事業を継続 

 ３月 10 日 予算第一特別委員会（こども青少年局関係）「感染防止対策を放課後児

童クラブ任せにせず、局としてマスクや消毒液などを提供すべき」 

ウ 備蓄分のマスク等の提供 

 ３月５日 市長定例会見で、保育所等に市役所が備蓄していたマスクや消毒液を提

供することを調整中であると発表 

 ３月 12 日 横浜市の備蓄マスクのうち、高齢者・障害者福祉施設等に約 38 万枚、

保育所等の児童福祉施設等に約 12 万枚を配布することを公表 

エ マスク不足の深刻化 

 ３月 13 日 新型インフルエンザ等対策特別措置法が改正され、新型コロナウイルス

感染症が同法の対象となる。  

 ３月 15 日 国民生活安定緊急措置法施行令により、マスクの高額転売が禁止  

オ 横浜市新型コロナウイルス対策本部での調達方針 

 ３月 26 日 総務局、国際局、こども青少年局、医療局、教育委員会事務局、健康福

祉局を中心にした「マスクチーム」を立ち上げ 

 ４月２日 国際局が上海市の協力により、緊急契約でマスク 130 万枚（健康福祉局、

総務局分）を調達に成功したことを記者発表 

カ 「緊急事態宣言」の発出 

 ４月７日 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく「緊急事態宣言」を神奈

川県を含む７都府県に発出 

      厚生労働省から、横浜市を含む保健所設置市に対し、衛生・防護用品の

備蓄と当該施設等への迅速な供給に協力するよう事務連絡が発出 

キ 「物資チーム」によるマスク等の調達 

 ４月７日 横浜市新型コロナウイルス対策本部会議 
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 これまでの「マスクチーム」を解消し、必要な物資の支援、防護服の確保

なども含め取り組む「物資チーム」として再編成することを決定 

ク 令和２年５月補正予算 

 ５月 12 日 令和２年第 1 回臨時会で補正予算案を審議 

 議員から「医療用マスクや個人用防護具などの感染症の対策物資は非常

に重要」、「世界的に感染症対策物資の入手困難な状況が続く中、スピード感

を持って調達していくことが大切」などの質疑 

ケ 「緊急事態宣言」の解除 

 ５月 25 日 「緊急事態宣言」解除 

 横浜市新型コロナウイルス対策本部会議 

 医療用資器材の調達状況について、「マスク：調達できている」、「防護服：

重点的に調達を進めている」、「手袋：重点的に調達を進めている」と報告 

コ 「第二波」への対応 

 ７月 17 日 「神奈川警戒アラート」が発動 

 ７月 16 日 医師と保健師等による疫学調査チーム（Y-AEIT）の設置について、記者

発表  

 ８月 15 日 「第二波」が到来し、横浜市では当時最も多い 57 人の新規陽性患者数

を確認 

 ８月 24 日 横浜市新型コロナウイルス対策本部会議 令和２年度９月補正予算案

について説明。ガウンやフェイスシールド等を追加で調達し、配布する方

針を明示  

 ９月 11 日 令和２年第３回定例会 健康福祉・医療委員会 

 委員から「医療機関で使い捨てのガウンと N95 マスクを使い回ししてい

ると聞いてますので、本来の使い方ができるような数の配布をお願いした

い」との指摘あり。 

サ 冬季に向けた対応 

 ９月４日 厚生労働省が季節性インフルエンザの流行期に備えた体制整備について、

本年 10 月中を目途に取り組むように要請があったが、医療用資器材の流

通は引き続き世界的に不足 

 12 月８日 「医療用の使い捨て手袋は現在でも不足」「４月以降、合成ゴム、ニト

リルの手袋が手に入りにくくなり、７月以降はおよそ１か月に１度しか納

入されないなど、より深刻」等の報道 

シ オミクロン株の驚異的な増加 

 令和４年１月 12 日 オミクロン株による国内新規陽性患者数が１万人を突破 

 １月 14 日 厚生労働省が「自治体の判断により、社会機能を維持するために必要な

事業に従事する社会機能維持者に限り、濃厚接触者であっても、無症状、

かつ、抗原検査キットにより陽性者との接触等から６日目及び７日目に陰
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性が確認されれば、待機を解除することができる」旨の事務連絡を発出 

 

１月 16 日 横浜市新型コロナウイルス対策本部本部運営チーム会議 

       エッセンシャルワーカーについて、国の基準に基づき、抗原検査の実施

により待機期間を 10 日から６日又は７日に短縮する、抗原検査キットの

調達を至急進めるといった方針を決定  

 １月 18 日 同患者数が４万人を突破  

 １月 19 日 神奈川県を含む１都 12 県が新型インフルエンザ対策特別措置法による

「まん延防止等重点措置」の適用区域に追加 

 １月 20 日 横浜市新型コロナウイルス対策本部会議  

 保育士等が濃厚接触者となり、業務に従事できなくなった際の自宅待

機期間の短縮（10 日から７日）を図ることができるように、抗原検査キ

ットを市で購入し、活用することで保育所等の運営再開支援を行うこと

を決定 

 １月 24 日 全国的に抗原検査キットが活用されＮＨＫニュースで「（抗原検査キッ

トは）先週半ば以降、業者に追加の注文をしても確保できない状態、今後

の入荷の見通しは立っていない」「キットが底をつく状況、今後の供給の

めどは立っておらず、このままのペースだと２日で足りなくなる見込み」

と報道される。 

 １月 28 日 厚生労働省事務連絡が一部改正され、社会機能維持者に限っては２日間

にわたる抗原検査を組み合わせることで、５日目に解除となる。 

 ２月 12 日 横浜市の最大確保病床数に対する使用率が 82％に到達 
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(4) 財産取得の経緯 

ア 番号１から番号６について 

 番号 1 のマスクの取得は、「物資チーム」の取組として、すでに国際局が調達に成功

していたマスク 130 万枚（健康福祉局、総務局分）に加え、マスク 327 万枚を調達し

たものを「友好都市の上海でマスク 327 万枚調達」として、報道により公表されてい

た（教育委員会事務局に 195 万枚、こども青少年局に 132 万枚を割り当て）。 

 令和２年４月から５月にかけての間、マスク等の医療用資器材の需要が大幅に高ま

る一方で供給が不足し、国内、国外を問わず「争奪戦」の様相を呈していた。 

 番号２及び番号３のフェイスシールド、ガウン等の取得は、令和２年市会第１回臨

時会での補正予算案の審議において、市長から「防護服が一番足りない」、「防護服に

ついては５月中旬に 50 万枚が入荷する予定」などと答弁されていたものに相当すると

認められ、医療機関等に対して緊急配布するため、取得する予定も明示されていた。 

 番号４及び番号６で健康福祉局が取得したマスクは令和２年市会第１回臨時会での

市長の答弁で「５月下旬に 627 万枚が入ってくる予定」と言及されているマスクに相

当するものだと確認された。なお、番号４、番号５及び番号６により、健康福祉局が取

得したマスクは合計 877 万 6,000 枚になるが、補正予算案で明示されていた「マスク

884 万枚」に相当するものだと確認された。 

 番号５の消防局によるマスクは、それ以前から定期的に指定業者からマスクの納品

を受けていたものの、マスク不足の影響で指定業者がマスクを納品できなくなったた

め、不足分として４万枚を購入したとのことであった。 

イ 番号７について 

 番号７のマスク 200 万枚、ガウン 61 万枚、ニトリルグローブ 500 万枚の取得は、

「第二波」及び冬季のインフルエンザ流行に備えるためのものであった。  

ウ 番号８から 11 について  

 番号８、番号９、番号 10 及び番号 11 の抗原検査キットの取得は、オミクロン株に

よる驚異的な感染拡大により社会機能の維持が危ぶまれたため、社会機能維持者が濃

厚接触者となっても早期に職場復帰を可能にするためのものであった。 

 この当時、検査キット需要が急増し、すでに品薄状態になっており、以前のマスク

のときと同様の「争奪戦」の様相を呈していた 

 

(5) 財産取得の評価 

ア 緊急契約によったこと 

【番号１～６、番号８～11、番号７のニトリルグローブ】 
 医療用資器材あるいは抗原検査キットが「争奪戦」の様相を呈しており、緊急契約

の方法によったことに問題があったとは認められない。 
【番号７のマスク、プラスチックガウン】 
 通常の契約手続によった場合、５か月程度かかったものと認められ、新型コロナウ
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イルス感染症の拡大予測について明確な知見があったとは言い難い状況において、厚

生労働省からも「10 月中」という早期の対応を求められていたことからすると、不適

切であったとはいえない。 
イ 価格  

 令和 2 年 4 月 22 日付厚労省・経産省「一般消費者向けマスクの市場動向」、市会議

事録、当時の販売元から販売単価の推移を確認したところ、いずれも不相当に高額で

あったとは認められず、取得の価格について問題はなかったと認められる。 
ウ 数量 

 市会及び報道機関等に対して、数量についての情報を開示し、当時において「調達

できれば、できるだけ多くの量を調達する」とする考え方の下、あるいは、各局が所管

する全施設の職員数等に必要な数量を乗じて、必要な数量を確保したことに問題があ

ったとは言い難い。 
 抗原検査キットについては、取得に際して「争奪戦」の中、調達数量を明示すること

ができなかったが、オミクロン株が驚異的に拡大していた当時の状況を鑑みるとやむ

を得なかった。 
 事後的な検証として在庫状況を確認した結果、取得したマスク等はほぼ配布済みあ

るいは活用済みであり、事後的に見ても数量が過大であったとまでは言い難い。 
 

 

 

 

 

 

      
 
 
   

(6) 議決を欠いた原因 

ア 法令の理解及び行政職員としての意識の不足 

・ いかなる場合に議会の議決が必要かという基本的事項について、行政職員としての

意識に欠けるところがあった。 
・ 単に法令の理解不足という捉え方をするのではなく、法令に基づいて行政を執行す

べき市職員・幹部としての意識の問題と捉えるべき。 
イ 緊急事態下で経験に乏しい業務を行わざるを得なかったこと 

 平時であれば、具体的な手続や留意点について所管部署（財政局）から説明を受け、

順次誤りがないか確認しながら手続きを進めるところ、担当職員が不慣れな業務（１

億円以上の財産の取得）を突如として行わなければならなかったものであり、そのこ

とが理解不足等と相俟って、議決の欠如を招いた一因であることは否定し難い。 

小括 

 新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、緊急契約の手続によったこと、当時の価

格、取得した数量について、不適切であったと認めることはできない。 

 もっとも、医療用資器材あるいは抗原検査キットを予定価格１億円以上で買入れをす

るのは、地方自治法及び条例で定める「財産の取得」にあたり、必要な手続きを欠くも

ので、違法であったと認められる。 
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ウ 緊急事態を想定したマニュアル及び手続の不備 

・ 手続に関するマニュアルとして、緊急契約に関する財政局長通知が存在したが、1
億円以上の財産を取得する際に市会の議決が必要である旨の記載が欠落していた。 
・ 緊急事態下で各局がそれぞれ至急の対応に追われる中でチェック機能が働くこと

なく、議決の欠如という事態が生じた。 
・ 財政局の本来の業務ではないにせよ、総務局とのより緊密な連携をいかにして構築

すべきであったかを再考する必要がある。 
 

(7) 再発防止策についての意見 

ア 幹部を含めた全職員に対する研修・指導の徹底 

・ 議会の議決を欠くに至った原因を職員全体で共有する。 
・ 法令の理解・知識の習得だけでなく、行政と議会との関係をはじめとする地方自治

の基本的な事項について理解を深める研修を実施する。 
 →常に手続の遵守が意識され、法令・条例の確認が励行されるよう指導を徹底 
イ マニュアル類の整備 

 緊急契約をする際のマニュアルを作成するなど、職員が自ずと議会の議決の必要性

について認識できるように手立てを講じること 
ウ 緊急事態下におけるコンプライアンス体制及び手続の整備 

・ 再発防止には、緊急事態下においてもコンプライアンスが確保される体制が求めら

れる。平時に確保されているチェック機能が緊急事態下でも維持されるように体制及

び手続を見直す必要がある。 
・ 緊急契約は、チェック機能が働きにくい性質を有しているので、実現可能性も踏ま

えながら検討する必要がある。（財務会計等のシステムを見直しする際、自動的にアラ

ートを発する等） 
エ 二元代表制における緊急時の対応方法 

・ 今後も災害や新たな感染症の発生等、緊急事態が生じる可能性は多分に認められ、

至急、緊急契約を行わなければならない場合も想定されるので、対応策を考えておく

必要がある。 
・ 地方自治法の趣旨及び議会の役割に重きを置きつつ、市会の意見等を踏まえながら、

議会会期中であっても機動性、即応性、透明性を確保できる方策を検討すべき。 
・ 議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めるときは、専決処分を

適切に行うことで対応することも考えられる。 
 

(8) その他参考事項 

ア 本件 11 回の財産取得にあたっては、副市長の決裁を受ける必要があったにもかかわ

らず、局長までの決裁までのものが２件あり、緊急時においても決裁規程等を確認の

上、遵守できるようにすることが求められる。  
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イ 緊急契約の手続きについても事後的に財政局に報告をし、市ホームページに公表し

なければならないとされているにもかかわらず、報告や公表が大幅に遅れているもの

があった。報告の期限や公表は、緊急契約による財産の取得過程を透明化し、不正が

なかったことを明らかにする意義があることを踏まえ、報告や公表までの期間につい

て、各局の認識を一定のものとし、適切に努めることが求められる。 
 

５ 再発防止策等 

【総論】 

 吉開顧問による経緯と原因の調査は４のとおりであるが、地方自治法及び条例で定める

「財産の取得」に必要な手続きを欠いたという事実は、横浜市として、重く受け止めなけ

ればならない。 

 議決は、地方公共団体の団体意思を完成させる大変重要なものであり、市政運営の根幹

をなすものである。吉開顧問から議決を欠いた原因として、「幹部職員としての意識の問題」

「緊急事態を想定したマニュアルの不備」などが挙げられたが、そのことを真摯に受け止

め、令和４年７月 15 日に開催した「横浜市コンプライアンス委員会」においては、委員以

外の各局長、統括本部長も集め、再発防止策等について、意見交換を行った。 

 吉開顧問の調査結果及びコンプライアンス委員会での議論を踏まえ、横浜市コンプライ

アンス委員会として、次のとおり、再発防止策等を取りまとめた。 

 

(1) 幹部を含めた全職員に対する研修・指導の徹底 

ア 市コンプライアンス委員会等での発信 

 ７月 15 日の市コンプライアンス委員会において、「議会と市長との合意があって、

初めて行政行為というものは成立する」という意思決定行為の基本についてあらため

て発信し、市職員・幹部としての自覚・意識を持つことを強く促した。このような基本

認識の共有は、来年度以降もコンプライアンス委員会等において発信し、風化させな

いようにしていく必要がある。 

イ 市会事務基礎研修の実施 

 議決事項に対する責任職の法令理解及び意識を底上げするため、市会事務基礎研修

を、今年度は 14 回実施し、計 524 名が参加した。 

【研修の主な内容】 

(ア) 議会の法的根拠や制度 

(イ) 議決の意義や二元代表制の意義 

(ウ) 議会の会議の体系や特徴、議会審議の流れ 

(エ) 専決処分の意義、仕組み、留意点   

ウ 市会担当部長会等での訓示 

 本件を踏まえ、６月 13 日の市会担当部長会及び市会担当課長会において、副市長か

ら再発防止に向けた訓示を行い、また、総務局から地方自治法 96 条１項に定める議決
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事件の再確認及び局内マネジメントを改めて依頼した。 

※ 来年度以降も、幹部を含めた全職員に対する研修・指導については、様々な機会

を捉え、実施していく予定 

 

(2) マニュアル類の整備 

ア 財政局長通知の改定 

 令和３年 11 月 18 日財契二第 1770 号「緊急を要する契約の手続について」は、１億

円以上の財産を取得する際には議会の議決が必要である旨の記載が欠落していたが、

同通知については、令和４年５月 31 日財契二第 363 号「緊急を要する契約の手続につ

いて」が新たに発出され、緊急契約にかかる市議会の議決に付すべき事項等について

明示した。 

 具体的には、「３ 事務手続」の文中、「エ 予定価格６億円以上の工事又は製造の請

負の契約若しくは予定価格１億円以上の物品の取得は、議会の議決の対象となります

ので、ご留意ください。議決に関することについては、総務局総務課調査係に確認し

てください。」と新たに追記した。 

イ 緊急契約に関するマニュアル等の整備 

 緊急契約のフローやチェックシートの整備等、手続きの流れを容易に把握できる仕

組みの構築、緊急契約後の財政局への報告及び横浜市ホームページへの公表について、

時期を定めることなどを盛り込んだマニュアル等の策定に取り組んでいる。 

ウ 市会定例会ごとに発出する議案件名報告依頼文の改定 

 各局に議案件名報告を依頼する際、地方自治法 96 条の条文を参考資料として添付す

るなど、各局が、市会定例会ごとに局内における議決事件の有無について自己点検で

きるよう、報告依頼文の内容見直しに取り組んでいる。 

エ 市会関係事務の手引の改定 

 今回の事案の概要や対応について、今後も職員が参照できるように、「市会関係事務

の手引」に盛り込み、人事異動による注意事項の引継ぎ漏れを防ぐ。 

 

(3) 緊急事態下におけるコンプライアンス体制及び手続の整備 

 今回、緊急事態下におけるコンプライアンス体制を確保するため、市コンプライアン

ス委員会や市会担当部長会といった機会を捉え、本件について意見交換や訓示を行った

ところである。また、実務担当者レベルにおいても、複数局で連携して過去の経緯を検

証し、また、発注部門と管理・法務部門の間で情報共有を図るなど、全庁的に連携して

再発防止策を協議した。 

 一連の取組により、認識の共有は促進されたが、新たな自然災害や感染症等が常に発

生する可能性があることを念頭に、引き続き連携して、情報共有やマニュアル類の改定

などに取り組み、緊急時におけるコンプライアンス意識を醸成していく必要がある。 

 また、チェック機能が働きにくいという緊急契約の性質を踏まえ、現在、令和６年に
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向けて新たに構築している会計・経理事務で利用する一連のシステムの中で、議決の要

否について、より早い段階で機械的にチェックできる仕組みなどを検討している。 

 システムにより一定の条件下で自動的なアラートを早い段階で行うことで、より適正

な手続きを促すことを目指している。  

 

(4) 二元代表制における緊急時の対応方法 

 市会会期内において議決が必要な案件が緊急的に発生した場合、対応に一定の時間（※）

を必要とするものの、仮契約の手法などを用いて議案を追加提出する必要がある。 

 議案を追加提出する場合、速やかな運営委員会の開催により会議日程を追加いただき、

議案の審議・議決をいただくことで、適法な契約と迅速な意思決定を両立させるよう対

応する。 

※ 通常、市会に提出する議案書の作成にあたっては、当該案件に関する事実関係の確認・法令

解釈等様々な視点による内部審査が必要である。また、議会の議決を得るには、市会運営委員

会による会議日程の決定、本会議による質疑、委員会による詳細審査を経る必要がある。 

 

 
６ 今後の対応 

 市として、今後こうした事態を二度と招くことがないよう、上述のとおり、再発防止策

等の策定に取り組んだところである。 

 今後、横浜市コンプライアンス委員会として、それらの取組が適切に運用され、法令の

遵守及び倫理の保持による公正な職務の執行及び適正な行政運営の確保が図られていくこ

とを引き続き注視し、「本件調査及び再発防止策」の取組は、その目的を達成したものと

して終了する。 

 

【添付資料】   

資料１ 令和４年４月 26 日健康福祉局等記者発表資料「議決を経ていない財産の取得

について」 

資料２ 吉開コンプライアンス顧問による「議決を欠いた財産の取得に関する調査結果

報告書」(令和４年７月 31 日報告） 



議決を経ていない財産の取得について 

 地方自治法第 96 条第１項第８号及び本市条例の規定により、予定価格が１億円以上の財産の取得に

ついては、市議会の議決が必要とされています。 

このたび、予定価格が１億円以上の財産の取得について、議決を経ずに契約し、取得している事例が

判明しました。 

 判明した事例は、いずれも新型コロナウイルス感染症対策に必要な物品の「緊急を要する契約」案件

です。 

１ 該当事例 

11 件（５局） 

予定価格 

（税込み・円） 

購入物品 契約日 所管局 

１ 179,850,000 マスク R2.4.10 こども青少年局 

教育委員会事務局 

２ 411,400,000 フェイスシールド、ガウン R2.5.8 健康福祉局 

３ 297,000,000 マスク、ガウン、フェイスシ

ールド等 

R2.5.11 健康福祉局 

４ 186,175,000 マスク、ガウン R2.5.26 健康福祉局 

こども青少年局 

５ 107,120,500 マスク R2.6.3 健康福祉局 

消防局 

６ 187,492,800 マスク、ガウン R2.6.22 健康福祉局 

７ 111,782,000 マスク、ガウン、手袋 R2.10.6 健康福祉局 

８ 109,340,000 抗原検査キット R4.1.25 こども青少年局 

９ 148,390,000 抗原検査キット R4.1.25 医療局 

10 114,400,000 抗原検査キット R4.2.10 医療局 

11 510,840,000 抗原検査キット R4.2.17 医療局 

２ 発生した経緯及び原因 

 新型コロナウイルス感染症が拡大する中、感染症対策に当たりながら、同時に必要となる物品の

調達を緊急的に行う必要があり、事業の対応に追われていました。 

また、消耗品に関して財産として議決が必要になるという認識が不足していました。 

３ 今後の対応 

 該当事例 11 件の財産の取得は、議会の議決を必要としますので、令和４年第２回市会定例会で追

認の議案を提出します。 

 また、今回の経緯を横浜市コンプライアンス委員会などで検証し、関係局と対策を検討していき

ます。 

令 和 ４ 年 ４ 月 2 6 日 
健 康 福 祉 局 総 務 課 
こ ど も 青 少 年 局 総 務 課 
医 療 局 総 務 課 
消 防 局 総 務 課 
教 育 委 員 会 事 務 局 総 務 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

裏面あり

資 料 １

01101225
テキストボックス



 

                                                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

お問合せ先 

健康福祉局総務課長          半田  恒太郎        Tel 045-671-2362 

こども青少年局総務課長        久保田 淳          Tel 045-671-4263 

医療局総務課長            門林  宏英         Tel 045-671-4810 

消防局総務課長            長谷部 宏光         Tel 045-334-6511 

教育委員会事務局総務課長       片山  久也         Tel 045-671-3223 

【参考１ 横浜市議会の議決に付すべき財産の取得または処分に関する条例（抜粋）】 

第 2 条 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 96 条第 1 項第 8 号の規定により市議会の議決に付さなけ

ればならない財産の取得又は処分は、予定価格 100,000,000 円以上の不動産若しくは動産の買入れ若し

くは売払い(土地については、その面積が一件 10,000 平方メートル以上のものに係るものに限る。)又は

不動産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いとする。 

【参考２ 緊急を要する契約】 

 緊急を要する契約とは、大規模な震災や風水害等のほか、即時的に対応を行わないと市民生活及び市

職員の安全確保、又は行政サービスに重大な支障を生じる場合に、地方自治法施行令第 167 条の２第１

項第５号「緊急の必要により競争入札に付することができないとき。」に基づき行う随意契約 
































































